
【会計別一覧】 （単位：千円）

21,419,648

3,317,769

1,756,111

5,110

3,956,995

53,171

79,106

（単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 子育て支援課 3.2.4
子育て世帯への臨時特別給付金
給付事業

500 500

2 健康推進課 4.1.1 日曜休日応急診療所管理事業 1,241 1,241

3 健康推進課 4.1.2
新型コロナウイルスワクチン３回目
接種事業

9,207 9,207 0

4 水産商工課 7.1.2 境港市事業者応援給付金【財源振替】 0 ▲ 9,395 25,115 ▲ 15,720

5 水産商工課 7.1.2 【新規】
地元で買おう！食べよう！さかいみなと
応援券事業

178,185 109,224 68,961

6 観光振興課 7.1.3 【新規】 教育旅行誘致促進事業 7,104 7,104 0

7 教育総務課 10.2.3
小学校保健特別対策事業
（新型コロナウイルス感染症対策）

6,300 3,150 3,150

8 教育総務課 10.3.3
中学校保健特別対策事業
（新型コロナウイルス感染症対策）

2,700 1,350 1,350

205,237 120,640 25,115 0 0 59,482

1 議会事務局 1.1.1 市議会議員人件費 175 175

2 総 務 課 2.1.1 総務人件費 47,903 47,903

3 財 政 課 2.1.3 【新規】 減債基金積立金 143,441 143,441

4 総 務 課 2.1.5 施設維持管理費 2,866 2,866

5 都市整備課 2.1.5 夕日ヶ丘分譲地定期借地用地取得事業 63,203 63,203

6 都市整備課 2.1.5
夕日ヶ丘分譲地住宅地貸付制度用地
取得事業

9,854 9,854

7 観光振興課 2.1.11 市民バス運行事業 500 500

8 収 税 課 2.1.13 市税等過誤納金還付金 2,476 2,476

9 福祉課ほか 2.1.13 国県負担金補助金返還金 36,623 36,623

10 市 民 課 2.3.1
社会保障・税番号システム運用事業
（住基ネット）

3,630 3,630 0

11 市 民 課 3.1.1 国民健康保険費特別会計繰出金 9,642 1,047 3,356 5,239

12 福 祉 課 3.1.3
障がい者自立支援給付費
（介護給付・訓練等給付）

20,729 10,364 5,182 5,183

13 福 祉 課 3.1.3 障がい児通所支援費 13,463 6,731 3,365 3,367

14 長寿社会課 3.1.4 介護保険費特別会計繰出金 650 650

15 農 政 課 6.1.1 【新規】
農業委員会業務効率化タブレット
導入事業

160 160 0

16 下 水 道 課 8.4.1 下水道事業費特別会計繰出金 ▲ 3,900 ▲ 3,900

17 都市整備課 8.4.1 【新規】 土地区画整理費特別会計繰出金 23,253 23,253

18 都市整備課 8.4.2 公園維持管理費 3,832 3,832

19 教育総務課 10.1.2 高校生通学費助成事業 117 59 58

20 教育総務課 10.2.1 小学校管理費 9,915 9,915

21 教育総務課 10.3.1 中学校管理費 4,088 4,088

22 教育総務課 10.2.1 小学校ＧＩＧＡスクール環境整備事業 2,541 1,199 1,342

23 教育総務課 10.3.1 中学校ＧＩＧＡスクール環境整備事業 318 150 168

24 生涯学習課 10.4.2 公民館管理費 802 802

396,281 23,121 12,122 0 0 361,038

601,518 143,761 37,237 0 0 420,520

高齢者住宅整備資金貸付事業費特別会計繰入金 920

普通交付税 335,117

財政調整基金繰入金 84,483

区　　分 補正前の予算額 補正額 補正後の予算額

一般会計補正予算（第12号） 601,518 22,021,166

高齢者住宅整備資金貸付事業費特別会計補正予算（第１号） ▲ 1,580 3,530

介護保険費特別会計補正予算（第３号） 6,383 3,963,378

国民健康保険費特別会計補正予算（第２号） 38,711 3,356,480

下水道事業費特別会計補正予算（第４号） 87,000 1,843,111

①新型コロナウイルス感染症対策分　計

番
号

担 当 課 費目

土地区画整理費特別会計補正予算（第２号） 0 53,171

市場事業費特別会計補正予算（第１号） 5,000 84,106

②新型コロナウイルス感染症対策以外分　計

合　　計（①＋②）

事    業    名 補 正 額

境　港　市　　　令 和 ３ 年 度 ３ 月 補 正 予 算

　一般会計補正予算（第１２号）　　［令和４年２月２５日議案提出］

Ａ 補正前の予算額 ２１４億１，９６４万８千円

Ｂ 補正額 　　６億　　１５１万８千円

Ｃ 補正後の予算額（Ａ＋Ｂ） ２２０億２，１１６万６千円
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〇繰越明許費（追加） （単位：千円）

番
号 担 当 課 費目 金　　額

1 地域振興課 2.1.1 12,364

2 総 務 課 2.1.5 庁舎施設整備事業 500

3 自治防災課 2.1.9 22,043

4 市 民 課 2.3.1 3,630

5 健康推進課 4.1.2 25,599

6 健康推進課 4.1.2 1,266

7 農 政 課 6.1.1 160

8 農 政 課 6.1.3 3,452

9 水産商工課 7.1.2 178,185

10 観光振興課 7.1.3 11,305

11 観光振興課 7.1.3 7,104

12 管 理 課 8.2.2 8,003

13 都市整備課 8.4.2 3,832

14 教育総務課 10.2.1 2,541

15 教育総務課 10.2.3 6,300

16 教育総務課 10.3.1 318

17 教育総務課 10.3.3 2,700

18 生涯学習課 10.4.1 98,068

19 生涯学習課 10.4.1 31,900

20 生涯学習課 10.4.1 6,578

21 生涯学習課 10.4.1 6,950

22 生涯学習課 10.4.1 124,715

23 生涯学習課 10.4.3 509

24 生涯学習課 10.4.3 11,091

25 生涯学習課 10.4.3 2,882

26 生涯学習課 10.4.3 1,733

27 生涯学習課 10.4.3 175,758

28 生涯学習課 10.4.3 26,052

〇繰越明許費（変更） （単位：千円）

補正前 補正後

1 子育て支援課 3.2.4 3,006 33,065

2 健康推進課 4.1.2 92,894 102,101

3 管 理 課 8.2.2 19,000 24,200

事  業  名 繰越理由

庁内ＬＡＮ運営事業 年度内に完了することが困難なため。

受験生向けＰＣＲ検査費用助成事業 年度内に完了することが困難なため。

農業委員会業務効率化タブレット導入事業 年度内に完了することが困難なため。

がんばる農家プラン支援事業 年度内に完了することが困難なため。

年度内に完了することが困難なため。

防災拠点機能移設事業 年度内に完了することが困難なため。

社会保障・税番号システム運用事業
（住基ネット）

年度内に完了することが困難なため。

新型コロナウイルスワクチン接種事業 年度内に完了することが困難なため。

生活関連道整備事業 年度内に完了することが困難なため。

公園維持管理費 年度内に完了することが困難なため。

小学校ＧＩＧＡスクール環境整備事業 年度内に完了することが困難なため。

地元で買おう！食べよう！さかいみなと
応援券事業

年度内に完了することが困難なため。

水木しげる記念館再整備事業 年度内に完了することが困難なため。

教育旅行誘致促進事業 年度内に完了することが困難なため。

美保飛行場周辺まちづくり整備事業 年度内に完了することが困難なため。

市民交流センター緞帳整備事業 年度内に完了することが困難なため。

市民交流センターピアノ購入事業 年度内に完了することが困難なため。

小学校保健特別対策事業
（新型コロナウイルス感染症対策）

年度内に完了することが困難なため。

中学校ＧＩＧＡスクール環境整備事業 年度内に完了することが困難なため。

中学校保健特別対策事業
（新型コロナウイルス感染症対策）

年度内に完了することが困難なため。

図書館ＩＣシステム整備事業 年度内に完了することが困難なため。

読書通帳機等整備事業 年度内に完了することが困難なため。

図書館デジタルサイネージ整備事業 年度内に完了することが困難なため。

旧市民会館陶壁（レリーフ）移設事業 年度内に完了することが困難なため。

市民交流センター備品整備事業 年度内に完了することが困難なため。

図書館管理費 年度内に完了することが困難なため。

子育て世帯への臨時特別給付金給付事業 年度内に完了することが困難なため。

図書館備品整備事業 年度内に完了することが困難なため。

図書館図書購入事業 年度内に完了することが困難なため。

番
号

担 当 課 費目

新型コロナウイルスワクチン３回目接種事業 年度内に完了することが困難なため。

安全・安心な道づくり事業 年度内に完了することが困難なため。

事    業    名
金　　額

繰越理由
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（単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 市 民 課 1.1.1 国民健康保険基金積立金 26,116 26,116

2 市 民 課 2.1.3 一般被保険者療養費 1,057 1,057 0

3 市 民 課 2.2.1 一般被保険者高額療養費 11,538 11,538 0

38,711 0 12,595 0 0 26,116

一般会計繰入金 9,642

前年度繰越金 16,474

（単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 下水道課 1.2.1 下水道管渠事業 87,000 87,000 0

2 下水道課 1.2.1 下水道管渠事業建設人件費【財源振替】 0 3,900 ▲ 3,900

87,000 0 0 90,900 0 ▲ 3,900

一般会計繰入金

〇繰越明許費 （単位：千円）

番
号 担 当 課 費目 金　　額

1 下水道課 1.1.1 4,675

2 下水道課 1.2.1 148,800

3 下水道課 1.2.1 14,800

4 下水道課 1.2.1 100

○地方債補正（変更） （単位：千円）

1 下 水 道 課

（単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 長寿社会課 1.1.1 高齢者住宅整備資金貸付事業費 ▲ 2,500 ▲ 2,445 ▲ 55 0

2 長寿社会課 3.1.1 【新規】 一般会計繰出金 920 55 865

▲ 1,580 0 0 ▲ 2,445 0 865

前年度繰越金

○地方債補正（変更） （単位：千円）

1 長寿社会課

番
号

担 当 課 費目

番
号

担 当 課 費目 事    業    名

年度内に完了することが困難なため。

事    業    名 補 正 額

計

補 正 額

計

番
号

担 当 課 費目

浸水対策事業 年度内に完了することが困難なため。

下水道建設庁費 年度内に完了することが困難なため。

番
号

担当課 起　　債　　の　　目　　的
限　度　額

変　更　前 変　更　後

計

番
号

担当課 起　　債　　の　　目　　的
限　度　額

変　更　前

下水道事業費 510,200 601,100

変　更　後

高齢者住宅整備資金貸付事業費 4,900 2,455

〇国民健康保険費特別会計補正予算（第２号）　　［令和４年２月２５日議案提出］

〇下水道事業費特別会計補正予算（第４号）　　［令和４年２月２５日議案提出］

〇高齢者住宅整備資金貸付事業費特別会計補正予算（第１号）　　［令和４年２月２５日議案提出］

事    業    名 補 正 額

事  業  名 繰越理由

公共下水道事業地方公営企業会計移行事業 年度内に完了することが困難なため。

下水道管渠事業

Ａ 補正前の予算額 ３３億１，７７６万９千円

Ｂ 補正額 ３，８７１万１千円

Ｃ 補正後の予算額（Ａ＋Ｂ） ３３億５，６４８万　　円

Ａ 補正前の予算額 １７億５，６１１万１千円

Ｂ 補正額 ８，７００万　　円

Ｃ 補正後の予算額（Ａ＋Ｂ） １８億４，３１１万１千円

Ａ 補正前の予算額 ５１１万円

Ｂ 補正額 ▲１５８万円

Ｃ 補正後の予算額（Ａ＋Ｂ） ３５３万円
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（単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 長寿社会課 3.1.1 介護予防・生活支援サービス事業 3,379 844 422 912 1,201

2 長寿社会課 3.3.1 地域包括支援センター運営事業 1,710 448 224 546 492

3 長寿社会課 3.3.1 【新規】 高齢者生きがい活動促進事業 973 973 0

4 長寿社会課 3.4.1 介護予防事業審査支払手数料 36 9 4 9 14

5 長寿社会課 5.1.2 国県負担金補助金等返還金 285 285

6,383 2,274 650 0 1,467 1,992

一般会計繰入金 650

前年度繰越金 1,342

（単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 都市整備課 3.1.1 前年度繰上充用金【財源振替】 0 ▲ 23,253 23,253

0 0 0 0 ▲ 23,253 23,253

土地処分金 繰入金

（単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

2 水産商工課 1.1.2 境港水産加工汚水処理場整備基金積立金 5,000 5,000

5,000 0 0 0 5,000 0

前年度繰越金

計

番
号

担 当 課 費目

計

番
号

担 当 課 費目

事    業    名 補 正 額

計

番
号

担 当 課 費目

〇土地区画整理費特別会計補正予算（第２号）　［令和４年２月２５日議案提出］

〇市場事業費特別会計補正予算（第１号）　［令和４年２月２５日議案提出］

〇介護保険費特別会計補正予算（第３号）　［令和４年２月２５日議案提出］

事    業    名 補 正 額

事    業    名 補 正 額

Ａ 補正前の予算額 ３９億５，６９９万５千円

Ｂ 補正額 ６３８万３千円

Ｃ 補正後の予算額（Ａ＋Ｂ） ３９億６，３３７万８千円

Ａ 補正前の予算額 ５，３１７万１千円

Ｂ 補正額 ０円

Ｃ 補正後の予算額（Ａ＋Ｂ） ５，３１７万１千円

Ａ 補正前の予算額 ７，９１０万６千円

Ｂ 補正額 ５００万　　円

Ｃ 補正後の予算額（Ａ＋Ｂ） ８，４１０万６千円
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◎一般会計補正予算（第12号）①新型コロナウイルス感染症対策分
[単位：千円]

子育て世帯への臨時特別給付金給付事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.2.4 補正額 500 500

金額 ◇説明

　令和３年９月分の児童手当を受給している者や、基準日(令和３年９月30日)

に児童を養育していた者に対して給付する「子育て世帯への臨時特別給付金」

について、国は基準日から令和４年２月28日までに離婚した者など、実際に養

育しているにも関わらず給付金を受け取ることができない者に「支援給付金」

として、養育する子ども１人につき10万円を給付することとしている。

　境港市は、国の制度に加え、独自の支援策として、支援給付金について国の

給付対象とならない令和４年３月１日以降に離婚等により養育者となった者に

ついても給付することとし、必要となる経費を補正する。

◇支援給付金（市独自）の概要

　対象者：国の支援給付金の対象とならない、令和４年３月１日から３月31日

　　　　　の間に離婚等により養育者となった者で、国の支援給付金の給付条

　　　　　件①～③をすべて満たしている者

　条　件：①国の臨時特別給付金を受給していない

　　　　　②臨時給付金を受給した元養育者から給付相当額を受け取っていな

　　　　　　い、もしくは対象児童のために給付相当額を費消していない

　　　　　③児童手当の所得制限限度額を超えていない

　給付額：子ども１人につき　１０万円

　申請期限：令和４年４月30日

◇補正内容

項　目 補正額

扶助費 500

※あわせて、繰越明許費を設定。

＜参考＞支援給付金（国）の制度変更概要

　対象者：令和３年９月30日時点では養育者ではなかったものの、離婚(※)等に

　　　　　より、令和４年２月28日時点では養育者である者で、以下の①～③の

　　　　　条件をすべてを満たしている者

　　　　　※書面により事実を確認できる離婚協議中を含む。

　条　件：①国の臨時特別給付金を受給していない

　　　　　②臨時給付金を受給した元養育者から給付相当額を受け取っていない、

　　　　　　もしくは対象児童のために給付相当額を費消していない

　　　　　③児童手当の所得制限限度額を超えていない

　給付額：子ども１人につき　１０万円

　申請期限：令和４年４月30日

　財　源：国庫補助金　10/10

　※国の支援給付金は、既予算で対応。

内　　　　容

給付金＠100,000円×５人（見込数）

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

子育て支援課

節別内訳

19 扶助費 500
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日曜休日応急診療所管理事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

4.1.1 補正額 1,241 1,241

金額 ◇説明

　新型コロナウイルス感染症の流行の長期化により、感染リスクを恐れた受診

控えが続き、医業収入の減少が見込まれることから、不足する収入分を補てん

する必要があるため、指定管理委託料を増額補正する。

◇補正内容

当初予算額 ９月補正額 現計予算額 決算見込 補正額

① ② ③(①＋②） ④ ④－③

新型コロナウイルスワクチン３回目接種事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

4.1.2 補正額 9,207 9,207 0

金額 ◇説明

　新型コロナウイルスワクチンの接種について、令和４年２月以降の集団接種

（済生会境港総合病院）の実施日がすべて休日に実施されることになったため、

接種費用の休日加算の影響により見込まれる不足分について補正する。

　また、当初12歳以上と見込んでいた３回目のワクチン接種対象者が18歳以上

とされたことから、12歳以上17歳未満の３回目接種費用について減額し、差額

を調整する。

◇見込額

※R3.12末人口（18歳以上）　28,542人

　３回目接種の個別・集団接種の割合および時間外・休日加算の割合は

　R3.12月までの１・２回目接種の実績に基づき算出。

◇補正内容

予算額 決算見込 補正額

① ② ②－①

◇財源　　　国庫負担金 10／10

（新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金）

※あわせて、繰越明許費を設定

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

健康推進課

6,241 1,241

事業名

節別内訳

12 委託料 1,241

項　目

指定管理
委託料

担当課 費　目 項目 事業費

健康推進課

節別内訳

3,000 2,000 5,000

9,207

12 委託料 9,207

委託料 92,894 102,101

集団 個別

通常 2,277 28,542 14,413 14,129 64,990,134

予診のみ 1,694 26 15 11 44,044

６歳未満加算 726 0 0 0 0

時間外加算 803 1,719 0 1,719 1,380,357

休日加算 2,343 15,231 14,413 818 35,686,233

102,100,768

金額

合　計

区分 単価 件数
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境港市事業者応援給付金【財源振替】
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源
振替前 50,230 34,510 15,720

振替後 50,230 25,115 25,115 0

振替額 0 ▲ 9,395 25,115 ▲ 15,720
金額 ◇説明

　令和３年９月に補正した境港市事業者応援給付金の財源として、県補助金
（鳥取県コロナ禍緊急交付金）が活用できることとなったことに伴う財源振替。

◇県補助（交付金）について
　・概　要：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（事業者支援
　　　　　　分）の追加交付を受けて、県内事業者の支援（事業者への直接
　　　　　　給付のみ）を行う市町村に対し、県がその経費の１/２を補助
　　　　　　するもの。
　・交付申請額：25,115千円（対象経費50,230千円の１/２）

◇財源（振替後）
　・国庫補助金１/２（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）
　・県補助金１/２（鳥取県コロナ禍緊急交付金）

【新規】 地元で買おう！食べよう！さかいみなと応援券事業
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源
7.1.2 補正額 178,185 109,224 68,961

金額 ◇説明
　オミクロン株の急速な感染拡大により、地域経済や市民生活に大きな
影響が出ていることを踏まえ、買い物や食事の際に使用できる
「さかいみなと応援券」を全市民に一律１人5,000円分配布する。

◇制度概要
　①配布内容
　　市内登録店舗で使用できる応援券（500円券×10枚）
　②配布方法
　　世帯主に郵送

◇スケジュール（※予定であり、感染状況等を踏まえて決定する。）
　３月下旬　　　　　　　　登録店舗募集
　４月中旬～下旬　　　　　応援券発送　（15,500世帯・33,500人を想定）
　発送日～６か月間程度　　応援券の使用期間
　随　時　　　　　　　　　応援券の換金

◇補正内容
項　目 補正額
需用費 3,515

役務費 6,840

委託料 330

補助金 167,500

合　計 178,185

◇財源 国庫補助金（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）
　　
※あわせて、繰越明許費を設定。

　　

　　

　　

　　

　　

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

項目 事業費

水産商工課
節別内訳

10 需用費 3,515

水産商工課 7.1.2

節別内訳

事業名

担当課 費　目

18
負担金補助
及び交付金

167,500

内　　　　容
応援券、封筒、ポスター等の印刷等
応援券郵送料

11 役務費 6,840

12 委託料 330

データ抽出等プログラム作成
応援券　5,000円×33,500人
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【新規】 教育旅行誘致促進事業
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源
7.1.3 補正額 7,104 7,104 0

金額 ◇説明
　長引く新型コロナウイルス感染症の影響を受ける市内観光業を下支えするた
め、山陰両県の小中学校及び高等学校が実施する教育旅行または教育課程等の
一環として行う観光等の行程において、境港市の観光施設等を訪問する団体に
対し、市内登録店舗で利用できるクーポン券を配布し、市内での消費喚起を図
る。

◇制度概要
　①クーポン券配布対象
　　　鳥取県及び島根県の小中学校及び高等学校が実施する、教育旅行または
　　教育課程等の一環として行う観光で、行程に境港市内の観光施設等への訪
　　問を含むもの
　　＜配布方法＞
　　　交付申請のあった学校または旅行代理店に、児童生徒の人数分のクーポ
　　　ン券をまとめて送付し、学校または旅行代理店から児童生徒に配布する。
　②申請期間
　　令和４年３月～令和４年12月末を想定
　③配布内容
　　児童、生徒１人につき1,000円の商品券（500円券×２枚）を配布
　④クーポン券の有効期限
　　訪問日限り（ただし、市内の学校は訪問日から１週間）

◇スケジュール（予定）
　３月～　　　　学校、旅行代理店への案内
　３月～12月末　申請受付（決定・クーポン券の送付は随時）
　随　時　　　　クーポン券の換金

◇補正内容
項　目 補正額
需用費 467

役務費 100

使用料 37

補助金 6,500

合　計 7,104

◇財源 国庫補助金（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

※あわせて、繰越明許費を設定。

＜参考＞Ｒ３年度新型コロナウイルス対応地方創生臨時交付金の交付状況
１．交付額

金　額
176,089

3,856

161,351

10,882

30,654

206,743

２．活用状況

臨時交付金 県 一般財源
９月 50,230 25,115 25,115 0

２月 65,300 65,300 0 0

３月 7,104 7,104 0 0

300,819 206,743 25,115 68,961

観光振興課
節別内訳

10 需用費 467

11 役務費 100

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

内　　　　容
クーポン券、ステッカー、ポスター等の印刷 等
クーポン券の郵送料 等
著作権使用料
＠1,000円×6,500人

13
使用料及び
賃借料

37

18
負担金補助
及び交付金

6,500

項　　　目 備　　考
①地方単独事業分

内　訳
Ｒ２年度国庫補助裏分 R3.9.30交付決定
地方単独事業分 額確定（R4.2月交付決定予定）
Ｒ３年度国庫補助裏分

境港市事業者応援給付金
境港市事業継続緊急支援金

３月
地元で買おう！食べよう！
さかいみなと応援券事業

178,185 109,224

額確定（R4.2月交付決定予定）
②事業者支援分 R3.11.30交付決定

計（①＋②）

補正時期 事 業 名 総事業費
財　　源

0 68,961

教育旅行誘致促進事業
合　　計
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小学校保健特別対策事業（新型コロナウイルス感染症対策）
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源
10.2.3 補正額 6,300 3,150 3,150

金額
（次の事業とあわせて説明）

中学校保健特別対策事業（新型コロナウイルス感染症対策）
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源
10.3.3 補正額 2,700 1,350 1,350

金額 ◇説明
　国の１次補正に伴う補助金を活用し、校長の判断で学校における感染症対策
を強化するために必要となるマスクや消毒液等の保健衛生用品等を整備するた
めの経費を補正する。

◇補正内容
項　目 補正額

※国補助の概要
　１次補正　学校保健特別対策事業費
　・国庫補助対象額　小学校3,150千円、中学校1,350千円
　　（児童・生徒数　1～300人）　900千円×７校(小学校４校、中学校３校)
　　（児童・生徒数301～500人）1,350千円×２校(小学校２校)
　・補助率　　１/２

◇財源　　国庫補助金　１/２

※あわせて、繰越明許費を設定。

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

項目 事業費

教育総務課

教育総務課
節別内訳

10 需用費 2,800

17 備品購入費 3,500

節別内訳

10 需用費 1,200

17 備品購入費 1,500

事業名

担当課 費　目

備　　考

小学校

需用費 2,800
　400千円×４校
　600千円×２校（渡小、中浜小）

備品
購入費

3,500
　500千円×４校
　750千円×２校（渡小、中浜小）

計 6,300
　900千円×４校
　1,350千円×２校（渡小、中浜小）

中学校

需用費 1,200 　400千円×３校

備品
購入費

1,500 　500千円×３校

計 2,700 　900千円×３校
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◎一般会計補正予算（第12号）②新型コロナウイルス感染症対策以外分
[単位：千円]

市議会議員人件費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

1.1.1 補正額 175 175

金額 ◇説明

　令和４年２月６日の市議会議員一般選挙により、新人議員２名が選出された

こと等に伴い、２月分の報酬について、２月22日から２月28日までの７日分の

新人議員への議員報酬が不足するため、不足分を補正する。

予算残額 補正額

① ②－①

総務人件費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.1 補正額 47,903 47,903

金額 ◇説明

　退職者数の増に伴い、不足する退職手当を増額補正する。

予算額 決算見込 補正額

① ② ②－①

【新規】 減債基金積立金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.3 補正額 143,441 143,441

金額 ◇説明

　国税収入の増額に伴い12月に追加交付された普通交付税のうち、令和３年度

の臨時財政対策債を償還するための基金の積立てに要する経費の措置として交

付された額を後年度の財政負担の軽減を図るため、減債基金に積み立てる。

◇補正内容

項　目 補正額
積立金 143,441

施設維持管理費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.5 補正額 2,866 2,866

金額 ◇説明

　燃料単価の高騰に伴い不足が見込まれる燃料費及び光熱水費を増額補正する。

予算額 決算見込 補正額

① ② ②－①

燃料費 4,304 6,945 2,641

光熱水費 6,643 6,868 225

計 10,947 13,813 2,866

【主な要因】

　◆燃料単価の高騰

　◆新型コロナウイルス感染症対応による換気等の徹底による空調機器の

　　負荷増

議会事務局

節別内訳

1 報　酬 175

項　目

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

項目 事業費

総務課

２月・３月支出額

②

報　酬 12,296 12,471 175

節別内訳

3 職員手当等 47,903

事業名

担当課 費　目

内　　　　容

追加交付された臨時財政対策償還基金費分

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

財政課

項　目 備　　　考

退職手当 91,564 139,467 47,903 退職者６名増：４名⇒１０名

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

総務課

節別内訳

24 積立金 143,441

節別内訳

10 需用費 2,866

項　目

市庁舎
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夕日ヶ丘分譲地定期借地用地取得事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.5 補正額 63,203 63,203

金額 ◇説明

　定期借地契約の締結に伴い、土地購入費を補正する。

夕日ヶ丘分譲地住宅地貸付制度用地取得事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.5 補正額 9,854 9,854

金額 ◇説明

　夕日ヶ丘分譲地住宅地貸付制度（土地貸付及び譲渡の特例制度）の締結に

伴い、土地購入費を補正する。

◇参考

◇令和４年２月１４日時点における残区画数

　　公　社　36区画（未分譲15含む）　　保留地　７区画

項目 事業費

都市整備課

節別内訳

16
公有財産
購入費

63,203

事業名

担当課 費　目

事業名

担当課 費　目

項目 事業費

都市整備課

節別内訳

16
公有財産
購入費 9,854

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

公　社 2 20,855 5 45,654 21 212,210 170 1,680,640

保留地 10 101,091 15 165,354 2 19,851 91 960,104

計 12 121,946 20 211,008 23 232,061 261 2,640,744

公　社 1 9,854 1 9,854

保留地 1 10,050 1 10,050

計 2 19,904 2 19,904

公　社 2 20,855 5 45,654 22 222,064 171 1,690,494

保留地 10 101,091 15 165,354 3 29,901 92 970,154

計 12 121,946 20 211,008 25 251,965 263 2,660,648

累 計
制　度 区　分

R1 R2 R3(補正後）

定期借地制度

住宅地貸付制度

合　　計

街　区 面　積 金　額 契約者

公 社 1 37街区1 379.76㎡ 11,488 市 内

公 社 2 36街区4 358.45㎡ 10,844 市 内

公 社 3 21街区5 318.42㎡ 9,921 県 外

公 社 4 21街区6 318.42㎡ 9,921 市 内

公 社 5 37街区4 340.60㎡ 10,303 県 外

公 社 6 36街区1 354.58㎡ 10,726 市 内

63,203計（６件）

区　分

街　区 面　積 金　額 契約者

公 社 1 25街区10 332.38㎡ 9,854 県 外

9,854

区　分

計（１件）
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市民バス運行事業
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源
2.1.11 補正額 500 500

金額 ◇説明
　修繕費用の増加に伴い不足が見込まれる市民バス運行管理委託料を増額補正
する。

予算額 決算見込 補正額
① ② ②－①
48,331 48,831 500

【主な要因】
　◆ノーマルタイヤの購入（４台分：308千円）が必要となったため
　◆ターボチャージャーの修繕（409千円）が発生したため

市税等過誤納金還付金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.13 補正額 2,476 2,476

金額 ◇説明

　法人の更正の請求に伴い、高額な法人市民税及び固定資産税の還付が生じた

ため、不足が見込まれる還付金を増額補正する。

補正額

②－①

16,500 18,976 2,476

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

観光振興課

項目 事業費

収税課

節別内訳

22
償還金利子
及び割引料

2,476

節別内訳

12 委託料 500

事業名

担当課 費　目

予算額
①

決算見込
②
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国県負担金補助金返還金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.13 補正額 36,623 36,623

金額 ◇説明

　過年度に交付を受けた国・県負担金補助金の精算等に伴う返還金の補正。

◇補正内容

所　属 返還先 金　額

4,647

807

899

29

1,876

1,657

729

2,324

404

1,202

14,574

217

417

2,929

384

240

9,008

2,015

384

530

109

438

1,007

2,336

20,014

417

534

234

575

93

180

2,033

2

36,623

福祉課ほか

節別内訳

22
償還金利子
及び割引料

36,623

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金

県

鳥取県障害者自立支援給付費負担金

鳥取県障害児通所給付費等負担金

鳥取県地域生活支援事業費等補助金

計

項　　　目

福祉課

国

障害者自立支援給付費国庫負担金

障害児入所給付費等国庫負担金等

生活扶助費等国庫負担金

医療扶助費等国庫負担金

介護扶助費等国庫負担金

生活困窮者自立相談支援事業費等国庫負担金

子育て世帯への臨時特別給付金給付事務費補助金

県

助産施設・母子生活支援施設等入所措置費負担金

鳥取県子ども・子育て支援交付金

子育てのための施設等利用給付県負担金

児童福祉施設等新型コロナウイルス感染症緊急包括支援補助金

子育て
支援課

国

児童入所施設措置費等国庫負担金

児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金

子ども・子育て支援交付金

子ども・子育て支援交付金（R1からの繰越分）

児童扶養手当給付費国庫負担金

母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金

子育てのための施設等利用給付交付金

子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費国庫補助金

計

長寿
社会課

県 鳥取県介護保険事業費補助金 2

計

計

健康
推進課

国

未熟児養育医療費等国庫負担金

感染症予防事業費等国庫負担補助金

母子保健衛生費国庫補助金

県

鳥取県健康増進事業費補助金

小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業費補助金

市町村自死対策強化交付金

返還金　合 計
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社会保障・税番号システム運用事業（住基ネット）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.3.1 補正額 3,630 3,630 0

金額 ◇説明

　転出・転入手続きのワンストップ化に向けたシステム改修を行う。

◇改修内容

　　マイナンバーカードの所持者が、マイナポータルからオンライン

　で転出届・転入予約を行い、転入地自治体が、あらかじめ通知され

　た転出証明情報により事前準備を行うことで転出・転入手続きの時

　間短縮化を図る。

◇改善効果

　・転出時の来庁は不要となる。

　・窓口で書類を作成する手間の軽減や待ち時間の短縮化。

◇スケジュール

　・令和５年４月開始予定

◇補正内容

項　目 補正額

委託料 3,630

◇財源 国庫補助金　10/10

※あわせて、繰越明許費を設定。

国民健康保険費特別会計繰出金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.1 補正額 9,642 1,047 3,356 5,239

金額 ◇説明

　国民健康保険費特別会計繰出金の増額補正。

◇補正内容

補正額

3,777

2,096

3,769

9,642

◇財源　基盤安定繰出金(保険税軽減)分　　県負担金　3/4

　　　　基盤安定繰出金(保険者支援)分　　国庫負担金 1/2、県負担金 1/4

市民課

節別内訳

12 委託料 3,630

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

市民課

節別内訳

27 繰出金 9,642

内　　　容

内　　　　容

システム改修委託料

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

基盤安定繰出金（保険税軽減）分

基盤安定繰出金（保険者支援）分

財政安定化支援事業分

計
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障がい者自立支援給付費（介護給付・訓練等給付費）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.3 補正額 20,729 10,364 5,182 5,183

金額

（次の事業とあわせて説明）

障がい児通所支援費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.3 補正額 13,463 6,731 3,365 3,367

金額 ◇説明

　利用者数の増などに伴い不足が見込まれる扶助費を増額補正する。

予算額 決算見込 補正額

① ② ②－①

1,037,853 1,072,045 34,192

◇財源　　国庫負担金　１/２、県負担金　１/４

介護保険費特別会計繰出金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.4 補正額 650 650

金額 ◇説明

　介護保険費特別会計繰出金の増額補正。

◇補正内容

補正額

422

4

224

650

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

担当課 費　目 項目 事業費

福祉課

節別内訳

福祉課

節別内訳

19 扶助費 20,729

事業名

障がい児通所 155,926 169,389 13,463
放課後デイサービスの利用者増に
よる

合　計

19 扶助費 13,463

項　目 主な要因

介護・訓練等 881,927 902,656 20,729 共同生活援助の利用者増等による

節別内訳

27 繰出金 650

内　　容

介護予防・日常生活支援サービス事業分

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

長寿社会課

介護予防審査支払手数料分

地域包括支援センター運営事業分

計
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【新規】 農業委員会業務効率化タブレット導入事業

国 県 市債 その他 一般財源
6.1.1 補正額 160 160 0

金額 ◇説明
　県（国）の補助金を活用し、農業委員等が農地パトロール等で使用する
タブレット端末を整備し、業務の効率化・デジタル化を図る。

◇端末の活用方法
　①遊休農地の利用状況調査（農地パトロール）の効率化
　②毎月申請のある農地転用等の現地確認の効率化
　③人・農地プランにおける農地所有者・耕作者の意向管理

◇整備内容
　・台　　数：４台（機種未定）
　・導入単価：40,000円/台（全国農業会議所からの指示額）
　・スケジュール：２～３月　入札、契約
　　　　　　　　　３～５月　納品

◇補正内容
項　目 補正額
備品購入費 160

◇財源 県補助金　10/10

※あわせて、繰越明許費を設定。

下水道事業費特別会計繰出金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

8.4.1 補正額 ▲ 3,900 ▲ 3,900

金額 ◇説明

　下水道事業費特別会計の市債借入額の増額補正に伴う財源振替により、繰出

金を減額補正するもの。

予算額 決算見込 補正額
① ② ②－①

703,749 699,849 ▲ 3,900

【新規】 土地区画整理費特別会計繰出金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

8.4.1 補正額 23,253 23,253

金額 ◇説明

　令和３年度末で土地区画整理費特別会計を廃止するため、同会計の決算見込

に伴い、土地区画整理費特別会計繰出金を補正計上するもの。

◇土地区画整理費特別会計の決算見込

0 23,253 ←今回補正

53,153 29,900

18 18

53,171 53,171

51,580 51,580

1,091 1,091

500 500

53,171 53,171

0 0

事業名

担当課 費　目 項目 事業費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

タブレット端末＠40千円×４台

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

農政課
節別内訳

17 備品購入費 160

内　　　　容

担当課 費　目 項目 事業費

都市整備課

節別内訳

下水道課

節別内訳

27 繰出金 ▲ 3,900

事業名

決算見込
②

歳　入

一般会計繰入金

保留地処分金

保留地占用料

計

27 繰出金 23,253

項　目 内　容
予算額
①

歳　出

繰上充用金

保留地除草

予備費

計

収　　支
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公園維持管理費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源
8.4.2 補正額 3,832 3,832

金額 ◇説明
　境台場公園にある灯台の雨漏り対策を早急に行うため、調査、改修設計の費
用を補正計上する。

◇スケジュール
　・足場設置　  ３～４月
　・調査、設計　４～５月
　・工事　　　　７～９月

◇補正内容
項　目 補正額

3,102

730

計 3,832

※あわせて、繰越明許費を設定。

高校生通学費助成事業
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源
10.1.2 補正額 117 59 58

金額 ■説明
　決算見込に伴い不足が見込まれる補助金を増額補正する。

予算額 決算見込 補正額
① ② ②－①

395 512 117

【主な要因】
　◆令和２年度に比べ、遠方へ通学する生徒が増え、助成件数及び助成
　　金額が増加したため

◇財源内訳　　県補助金　１/２

小学校管理費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源
10.2.1 補正額 9,915 9,915

金額
（次の事業とあわせて説明）

中学校管理費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源
10.3.1 補正額 4,088 4,088

金額 ◇説明
　燃料単価の高騰に伴い不足が見込まれる燃料費及び光熱水費を増額補正する。

予算額 決算見込 補正額
① ② ②－①

燃料費 12,597 21,048 8,451

光熱水費 15,727 17,191 1,464

計 28,324 38,239 9,915

燃料費 6,528 9,183 2,655

光熱水費 11,369 12,802 1,433

計 17,897 21,985 4,088

【主な要因】
　◆燃料単価の高騰
　◆新型コロナウイルス感染症対応による換気等の徹底による空調機器の
　　負荷増

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

都市整備課

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

節別内訳

12 委託料 3,832

内　　　容

委託料
調査・改修足場管理（設置６ヶ月）
劣化調査及び改修設計業務

事業費

教育総務課
節別内訳

教育総務課
節別内訳

18
負担金補助
及び交付金

117

事業名

10 需用費 9,915

事業名

担当課 費　目

担当課 費　目 項目

項　目

小学校

中学校

項目 事業費

教育総務課
節別内訳

10 需用費 4,088
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【新規】 小学校ＧＩＧＡスクール環境整備事業
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源
10.2.1 補正額 2,541 1,199 1,342

金額
　（次の事業とあわせて説明）

【新規】 中学校ＧＩＧＡスクール環境整備事業
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源
10.3.1 補正額 318 150 168

金額 ◇説明
　国の１次補正に伴う補助金を活用し、不足する指導者用の学習用タブレット
端末を追加整備するための経費を補正計上する。

◇指導者用タブレットの整備状況
教員等人数 既整備台数 不足台数

① ② ①－②
小学校 148 108 40

中学校 80 75 5

計 228 183 45

※教員等：常勤及び非常勤教師・ＡＬＴ・図書館職員

◇整備内容
・台　数：45台（小学校40台、中学校5台）
・内　容：

・スケジュール：
　　　３月　入札・契約・発注
　４～５月　納品
　　　６月　運用開始

◇補正内容
区　分 項　目 補正額
小学校 2,541 指導者用タブレット＠63,525円×40台
中学校 318 指導者用タブレット＠63,525円×５台

◇財源 国庫補助金１/２（補助上限：1,349千円）

※あわせて、繰越明許費を設定。

公民館管理費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

10.4.2 補正額 802 802

金額 ◇説明

　燃料単価の高騰に伴い不足が見込まれる燃料費及び光熱水費を増額補正する。

予算額 決算見込 補正額

① ② ②－①

燃料費 1,495 1,991 496

光熱水費 5,853 6,159 306

合計 7,348 8,150 802

【主な要因】

　◆燃料単価の高騰

　◆新型コロナウイルス感染症対応による換気等の徹底による空調機器の

　　負荷増

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

担当課 費　目 項目 事業費

教育総務課
節別内訳

教育総務課
節別内訳

17 備品購入費 2,541

事業名

事業費

生涯学習課

節別内訳

17 備品購入費 318

内　　　　容

備品 購入費

事業名

10 需用費 802

項目

担当課 費　目 項目
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◎国民健康保険費特別会計補正（第２号）

[単位：千円]

国民健康保険基金積立金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

1.1.1 補正額 26,116 26,116

金額 ◇説明

　令和２年度決算の繰越金等を国民健康保険基金に積み立てる。

◇補正内容

補正額

16,474

5,873

3,769

26,116

一般被保険者療養費

項目 財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.3 補正額 1,057 1,057 0

金額 ◇説明

　決算見込に伴い不足が見込まれる一般被保険者療養費を増額補正する。

予算額 決算見込 補正額

① ② ②－①

4,608 5,665 1,057

◇財源　　県補助金(保険給付費等交付金)　10/10

一般被保険者高額療養費

項目 財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.2.1 補正額 11,538 11,538 0

金額 ◇説明

　決算見込に伴い不足が見込まれる一般被保険者高額療養費を増額補正する。

予算額 決算見込 補正額

① ② ②－①

295,959 307,497 11,538

◇財源　　県補助金(保険給付費等交付金)　10/10

事業名

担当課 費　目 項目

項　　　目

　令和２年度決算剰余金分

　保険基盤安定繰入金分（今回補正分）

　財政安定化支援事業繰入金分（今回補正分）

合　　計

事業名

事業費

市民課

節別内訳

24 積立金 26,116

事業名

担当課 費　目 事業費

市民課

節別内訳

担当課 費　目 事業費

市民課

節別内訳

18
負担金補助及
び交付金 1,057

18
負担金補助及
び交付金 11,538
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◎下水道事業費特別会計補正予算（第４号）

[単位：千円]

下水道管渠事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

1.2.1 補正額 87,000 87,000 0

金額 ◇説明

　事業者の下水道接続に合わせ、渡地区に新たな圧送ポンプの設置とマンホー

ルポンプの能力増強を行う。また、竹内工業団地に新たに進出予定の企業が下

水道接続できる環境を整えるための汚水枝線工事を行う。

◇補正内容

項　目 補正額

47,000

8,000

32,000

合　計 87,000

◇財源　　市債（100％）

※あわせて繰越明許費を設定する。

下水道建設人件費【財源振替】

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

振替前 46,970 22,300 900 23,770

振替後 46,970 26,200 900 19,870

振替額 0 3,900 0 ▲ 3,900

金額 ◇説明 受益者負担金↑ 繰入金↑

　今回補正する管渠工事費の増額に伴い、事務費相当額としての市債を増額

することに伴う財源振替。

　

項目 事業費

下水道課

節別内訳

14 工事請負費 87,000

事業名

担当課 費　目

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

下水道課 1.2.1

内　　　容

工事請負費

【渡 地 区】渡公共桝マンホールポンプ築造工事

【　 〃　 】渡北マンホールポンプ改築工事

【竹内地区】竹内団地汚水枝線工事

節別内訳
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◎高齢者住宅整備資金貸付事業費特別会計補正予算（第１号）

[単位：千円]

高齢者住宅整備資金貸付事業費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

1.1.1 補正額 ▲ 2,500 ▲ 2,445 ▲ 55 0

金額 ◇説明 元金

　貸付見込みの減に伴う減額補正。

　※当初見込んでいた貸付件数２件を１件へ

【新規】 一般会計繰出金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.1 補正額 920 55 865

金額 ◇説明 元金 繰越金

　令和３年度末で高齢者住宅整備資金貸付事業費特別会計を廃止するため、同

会計の精算に伴う一般会計繰出金を補正計上する。

◇高齢者住宅整備資金貸付事業費特別会計の廃止

　令和３年度末をもって高齢者住宅整備資金貸付事業費特別会計を廃止する

　ための措置。

77 45

133 134

4,900 2,455

0 865

5,110 3,499

5,001 2,500

76 76

33 3

5,110 2,579

0 920

項目 事業費

長寿社会課

節別内訳

20 貸付金 ▲ 2,500

事業名

担当課 費　目

節別内訳

27 繰出金 920

項　目 内　容

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

長寿社会課

歳　出

高齢者住宅整備資金貸付事業

長期借入金元金償還金

長期借入金利子償還金

計

収　　支

予算額 決算見込

歳　入

一般会計繰入金

高齢者住宅整備資金貸付金元利収入

市債

前年度繰越金

計

- 21 -



◎介護保険費特別会計補正予算（第３号）

[単位：千円]

介護予防・生活支援サービス事業

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.1 補正額 3,379 844 422 912 1,201

金額 ◇説明

　決算見込に伴い不足が見込まれる介護予防サービス給付費を増額補正する。

◇補正内容

予算額 決算見込 補正額

① ② ②－①

30,893 31,887 994

62,863 65,248 2,385

93,756 97,135 3,379

【主な要因】

　◆事業所の増とサービス利用者の増

◇財源　国庫補助金 25％、県補助金 12.5％、支払基金交付金 27％、

　　　　一般会計繰入金 12.5％(422千円)、保険料(繰越金) 23％(779千円)

地域包括支援センター運営事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.3.1 補正額 1,710 448 224 546 492

金額 ◇説明 介護予防ケアマネジメント計画作成料↑

　決算見込に伴い不足が見込まれるケアプラン作成委託料及び出向職員人件費

負担金を増額補正する。

【増加要因】

〇ケアプラン作成委託料

項　目 予算額 決算見込 補正額

委託料 1,434 1,808 374

　サービス利用者の増加に伴うケアプラン作成数の増。

〇出向職員人件費

予算額 決算見込 補正額

37,862 37,339 ▲ 523

46,625 48,484 1,859

84,487 85,823 1,336

　人事異動に伴う単価差による増減が発生。

◇財源　国庫補助金 38.5％、県補助金 19.25％、一般会計繰入金 19.25％、

　　　　一般会計繰入金 19.25％(224千円)、保険料(繰越金) 23％(268千円)

　　　　※歳出予算補正計上額から介護予防ケアマネジメント計画作成料の

　　　　　増額分を控除（1,710千円－546千円)した後に上記の各財源の負担

　　　　　率を乗じた額

長寿社会課

節別内訳

18
負担金補助
及び交付金

3,379

項　　　　目

事業名

担当課 費　目 項目 事業費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

長寿社会課

節別内訳

12 委託料 374

18
負担金補助
及び交付金

1,336

　訪問型介護予防サービス費

　通所型介護予防サービス費

計

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

対　象

こうほうえん

済　生　会

合　　計
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【新規】 高齢者生きがい活動促進事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.3.1 補正額 973 973 0

金額 ◇説明

　国の補助金を活用し、地域での介護予防や生活支援のサービス基盤の活動を

行う場所として、岬町に開設予定の高齢者向けサロン「みさきサロン」の立ち

上げを支援するための助成金を補正する。

　

◇目的

　みさきサロンでは、高齢者自身が運営に携わりながら、参加者同士が会話や

百歳体操等を通じて、ふれあうことを目指しており、その取り組みを支援する

ことで、高齢者が地域社会の中で役割をもって、いきいきと生活できる活動を

促進する。

◇補助対象

　施設整備に必要となる、テーブルセットやオーディオ等の備品購入及び施設

修繕に要する経費。

◇スケジュール

　２月中旬　国庫補助金交付決定

　２月下旬　補正予算議決後に市補助金交付決定

　３月　　　事業実施（年度内に完了）

◇財源　　国庫補助金　10/10

介護予防事業審査支払手数料

国 県 市債 その他 一般財源

3.4.1 補正額 36 9 4 9 14

金額 ◇説明

　利用者数の増等に伴い不足が見込まれる審査支払手数料を増額補正する。

予算額 決算見込 補正額

① ② ②－①

416 452 36

◇財源　国庫補助金 25％、県補助金 12.5％、支払基金交付金 27％、

　　　　一般会計繰入金 12.5％(4千円)、保険料(繰越金) 23％(10千円)

国県負担金補助金等返還金

国 県 市債 その他 一般財源

5.1.2 補正額 285 285

金額 ◇説明 繰越金↑

　過年度に交付を受けた国庫補助金の再確定に伴う返還金を補正する。

◇補正内容

受入額 確定額 補正額

① ② ①－②

200,508 200,223 285

担当課 費　目 項目 事業費

長寿社会課

節別内訳

事業名

項目 事業費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

長寿社会課

節別内訳

11 役務費 36

18
負担金補助
及び交付金

973

事業名

担当課 費　目

22
償還金利子及
び割引料 285

事業名

担当課 費　目 項目 事業費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

項　　目

令和元年度介護給付費財政調整交付金

長寿社会課

節別内訳
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◎土地区画整理費特別会計補正予算（第２号）
[単位：千円]

前年度繰上充用金【財源振替】

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

振替前 51,580 51,580 0

振替後 51,580 28,327 23,253

振替額 0 ▲ 23,253 23,253

金額 ◇説明 土地処分金

　令和３年末で土地区画整理費特別会計を廃止するため、同会計の決算見込に

伴い、歳入の保留地処分金を減額、一般会計繰入金を増額する財源振替を行う。

◇土地区画整理費特別会計の廃止

　令和３年度の年度末をもって土地区画整理費特別会計を廃止するための措置。

0 23,253 23,253

53,153 29,900 ▲ 23,253

18 18 0

53,171 53,171 0

51,580 51,580 0

1,091 1,091 0

500 500 0

53,171 53,171 0

0 0 0

◎市場事業費特別会計補正予算（第１号）
[単位：千円]

境港水産加工汚水処理場整備基金積立金
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源
1.1.2 補正額 5,000 5,000 0

金額 ◇説明 繰越金↑

　境港水産加工汚水処理場整備基金条例に基づき、（一社）水産加工汚水処理
公社からの寄付金を基金に積立てる。

◇寄附金について
　・R3.3.15に（一社）水産加工汚水処理公社から寄附されたもの。

◇補正内容
項　目 補正額
積立金 5,000

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

決算見込
②

補正額
②－①

歳　入

一般会計繰入金

保留地処分金

保留地占用料

計

都市整備課 3.1.1

節別内訳

歳　出

繰上充用金

保留地除草

予備費

計

収　支

項　目 内　　容
予算額
①

節別内訳

24 積立金 5,000

備　　　　考
繰越金（Ｒ２年度に寄附された額を積立）

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

水産商工課
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